
 

 

第1章 序論 

1-1 研究の背景 

近年、マイクロモビリティやシェアサイクル、カーシェアなどの

シェアモビリティや電気自動車、自動運転等の多様なモビリティ

手段の登場に伴い、脱車依存や脱炭素社会への変革などの社会的

意識の変化と相まって、欧米ではモビリティハブが注目を集めて

いる。一方で、日本では鉄道駅を中心とした駅前広場やバスター

ミナル整備、道の駅の拠点化のように多機能化した交通結節点が

存在してきたものの、ラストマイルにおけるシェアモビリティの

ステーションは事業者ごとの計画・設置が進められている状況で

ある。こうした背景から、本研究では、以下の目的のもと研究を行

う。1、近年海外で提唱されるモビリティハブに関して既往研究の

レビューを通して概念を明らかにする。2、シェアモビリティの普

及やEV導入、人中心の都市空間への取り組みが活発な欧州、北米

におけるモビリティハブに関して、文献調査から各都市でのモビ

リティハブの目的や要素、シェアモビリティとの関係性などの動

向を整理する。3、日本においてシェアモビリティと公共交通との

関係性の実態を QGIS による地図分析とインタビューを通して把

握し、新たな交通結節点の在り方について示唆を得る。 

 

1-2 研究の構成 

第 1 章では、本研究の背景、構成、既往研究について述べてい

る。第 2 章では、本研究が対象とするモビリティハブについて、

議論の変遷と定義を整理する。第 3 章では、計画的な設計や配置

がなされている欧米のモビリティハブについて欧米都市のガイド

ライン、交通計画などから得られた情報から欧米諸国でモビリテ

ィハブがどの様に位置づけられているか、目的と要素、類型の整

理を行い交通結節点のあり方として日本への示唆を得る。第 4 章

では、日本国内の実態調査として渋谷駅、大宮駅、高崎駅周辺での

シェアモビリティと公共交通の近接性や土地利用との関係性につ

いてQGISを用いて調査する。第5章では、研究のまとめを行い、

今後の課題を整理する。なお本研究ではモビリティハブをMHと

記すことがある。 

 

1-３ 既往研究の整理 

本研究に関連する研究として交通結節点、シェアモビリティの

ステーション、MHの既往研究の整理をする。 

国内の交通結節点に関する研究は多く行われており、長瀬ら

(2018) による交通結節点の複合化に関して、乗換拠点についての

現状や複合化に向けた課題を研究したものや、河内ら（2021）に

よる待合環境の快適性に関する経済評価では、待合環境の快適性

についてCVM（仮想的市場評価法）により経済価値の計測が行わ

れている。また、山口ら(2019) や宋ら（2013）によるTODに関

する評価、諸田ら（2005）や大塚ら(2022)による公共交通の結節

点における乗り換え抵抗に関する研究などがある。シェアモビリ

ティのステーションに関する研究としては、佐藤ら（2013）によ

る名古屋市をベースとしたコミュニティサイクルの利用実態調査

や山谷ら（2022）による金沢市のシェアサイクルのステーション

配置の評価などステーションの配置に関する研究は多く存在する。  

MHに関する研究では、欧州でのMHの事例を収集し特長や整備・

運営の仕組みを文献及びヒアリングから調査した福田ら(2023)の

研究があるが、日本国内におけるMHに関する研究は極めて少な

い。一方、欧州では近年MHに関する研究が多く行われており、

Arnoldら（2022）の研究から海外におけるMHの目的や形式の調

査がされており、欧州・北米のMHの傾向として、欧州はElectric 

mode、北米は車からのモーダルシフトの要素が強いとの分析がさ

れている。また、Gerdaら（2023）は文献、エキスパートインタ

ビューから 6 つのタイプの MH の整理を試みており、Physical, 

digital, Democraticの観点からMHの評価を行っている。また、

公共交通への近接性から見たシェアモビリティのステーション配置の現状に関する研究 
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Rongen ら（2022）は文献調査やインタビューからオランダにお

けるMHの進化を追跡している。 

既往研究と本研究との違いとして、これまでの交通結節点の研究

はバスや鉄道等の公共交通を中心としたものであり、近年増加し

てきているシェアモビリティに関する研究では、単独の事業者が

提供するシェアモビリティのステーションの配置に関する調査や

シミュレーションが中心であり、公共交通や複数種類のモビリテ

ィを横断的に分析した研究は見られない。また、欧米ではMHの

文献が多く存在することから、海外でのMH事例を参考として日

本におけるシェアモビリティのステーション配置において抱える

課題や今後必要となってくる要素など日本における示唆となる研

究を目指す。 

 

第2章 MHを巡る議論の変遷と定義 

2-1 MHの変遷 

MH はドイツのブレーメンが発祥の地と言われており、近年、

オリジナリティーのあるMHが、世界で続々と登場しており、地

域の交通計画にも影響を与えている。Rongenら(2022)によると、

MHは、土地利用と交通の相互作用（Land use and transportation 

interaction）に密接に関連しており、Park＆Ride やTOD のコン

セプトと多くの類似点を持つと言われている。オランダにおける

過去の文献調査とエキスパートへのヒアリング調査から、MH は

当初ノード（Node）の概念からはじまり、個別の交通と集合的な

交通への乗り換え抵抗を減らすことに焦点をあてたものであった。

その後、場所（Place）に基づく概念が追加され、ノード（Node）

と場所（Place）の統合を通じてマルチモーダリティを促進し、そ

れ自体が活動の機会を提供するようになったと分析している。言

い換えると、交通の効率性を重視したNode-Based Conceptと場

所としての特性を重視するPlace-Related Conceptが統合された

ものがMobility hubの概念を形成していると言える。 

さらにRongenらが整理したNodeとPlaceの概念に加えて、

3 章以降で整理する各地域のガイドラインや事例を参照すると、

モビリティハブの概念は、これまでの交通結節点の概念に地域全

体での環境負荷を考慮し、交通結節点をうまく活用することでカ

ーボンオフセットや電動化の実現に関しても期待をされているこ

とから、図 1 に示す様に、既存の概念に加えて「環境」を追加し

た、「効率」「場所の特性」「環境」の要素のバランスを取った交通

結節点を目指す試みではないかと考えられる。  

 
図1 モビリティハブの概念 

 

2-2 MHの定義 

MH の定義に関しては統一された定義が存在せず、様々な研究

者、団体がバスターミナルの様な大型のものからシェアモビリテ

ィのステーションの様な小規模なものまで含めて「モビリティハ

ブ」として述べられている。以下にガイドラインや文献に記載さ

れたMHの定義を記す。 

A mobility hub is a recognizable place with an offer of different 

and connected sustainable and active transport modes 

supplemented with enhanced facilities and information features 

to both attract and benefit the traveler. (ComoUK, 2019)  

モビリティハブとは、移動者にとって魅力的で有益な充実した

設備と情報機能で補われた、持続可能かつ自転車や徒歩などの非

動力系との異なる移動手段の接続を提供する高い視認性を持った

場所である 

The multiple idea of MHs as places where various modes of 

transport could be connected while acknowledging the 

relationship between location, space usage, and transport 

integration meant that various regions started to explore their 

own version of MHs. Although still in fancy, several definitions of 

MHs have been proposed・・・・MHs are intervention focused 

on short-distance intraurban journeys in individual cities or 

towns and their surrounding area. (Thomas Arnold et al. 2022)  

MH のアイディアは、場所・空間利用・交通統合の関係を認識

しながら、さまざまな交通手段を接続できる場所としてさまざま

な地域が独自のバージョンのMH を模索し始めているが、まだ空

想的で、複数の定義が提案されている・・・MH は、個々の都市

や町とその周辺地域における短距離の都市内移動に焦点を当てて

いる 

Although specific elaborations of the concept vary among 

authors, the core characteristics of mobility hubs are their 

provision of multimodal transfers and their frequent interactions 



 

with surrounding land uses according to their locations (Tibor 

Rongen et al. 2022)  

具体的な詳細は著者によって異なるが、モビリティ ハブの特徴

のコアは、複合輸送手段の提供と、その場所に応じた周囲の土地

利用と度々発生する相互作用である 

The common point of all definitions is the spatial connection 

between multiple transport modes including shared mobility 

which provides a physical location for users to switch between 

modes. The concept also relates to the digital integration of 

mobility offerings in Mobility-as-a-Service (MaaS) platforms. 

Hubs, However, can vary in size, layout, and distance to public 

transport stops and urban centers (Karst Geurs et al. 2023)  

すべての定義の共通点は、ユーザーがモードを変える物理的な

場所を提供するシェアモビリティを含む複数の交通のモード間の

空間的な接続を提供している。このコンセプトは MaaSプラット

フォームにおけるデジタル統合とも関係している。ただし、ハブ

のサイズ、レイアウト、公共交通機関の停留所や都市中心部まで

の距離はさまざまである 

これらの定義からみられる共通点として、サイズやレイアウト、

要素などの定義は様々であるが、市内の移動など比較的短距離な

ものを指すことが多い。また「複数の交通手段の提供」、「持続可

能」、「シェア型交通など非動力系との接続」が挙げられており、

EVなどの新型エネルギーの観点やデジタル技術の活用・MaaSと

の連動までを含むものとして解釈しているものもある。 

 

2-3 本研究におけるMHの定義 

国土技術政策総合研究所が整理した交通の機能は「乗り換え」

「拠点形成」「ランドマーク」と整理されているが、MHは図2の

様に、こうした既存の交通結節点の概念に包有されるものである

と考えられる。しかしながら既存の概念の中でも以下を変化点と

して考え、新たな役割として「環境貢献」を考慮した交通結節点で

あると整理する。 

 
図2 モビリティハブの概念 

 

＜乗り換え＞乗り換え機能としては既存の範囲でカバーされる

が、シェア型交通やマイクロモビリティ等の交通手段の種類が増

加している 

＜拠点形成＞都市空間が「人」中心でデザインされるとともに、

商業施設と合わせた開発や、プレイスメイキングなどにより拠点

形成が果たす役割が期待されている 

＜ランドマーク＞サインの共通化など視認性を上げる取り組み

が重要視され、IT 技術の発展とともに「情報」の伝達方法が変化

してきている 

＜環境貢献＞脱炭素化、電動化の広まりにより、これまで考慮

されてこなかった環境貢献のための役割が期待されている  

 

MH を構成する要素としては図 3 の様に鉄道やバス、LRT、地

下鉄などの「公共交通」、駐車場や駐輪場などの「個別移動交通」、

E-Bike や電動型のマイクロモビリティ、EV カーシェア、電動カ

ーゴバイク等の「電動のシェア型交通」、ガソリン車のカーシェア・

レンタカーなどの「非電動のシェア型交通」、待合スペース、商業

エリア、インフォメーション、Wi-Fi等の「ファシリティ」に大別

される。 

 
図3 モビリティハブを構成する要素 

 

これらの整理から本研究ではMHを以下の通り定義した。 

MHの定義 

・市内移動などの近距離の移動を支える交通結節点として複数の

交通のモードを提供する 

・1つ以上のシェア型交通と公共交通との接続を含むもの 

・ステーションと停留所が隣接しており、利用者が簡単、スムー

ズに乗り換えが可能な場所（場合によっては、スマホアプリの統

合などのデジタル技術の活用で徒歩圏内での乗り換えを可能とす

る場所） 

※ただし、環境貢献については新しい概念であり含まれるものと含まれ

ないものが存在することから、今回は前提条件とはせずに整理する。 

 

第3章 欧米諸国の事例調査 

3-1 調査候補都市 

北米、欧州においてArnoldら(2022) や福田ら（2023）の既往

研究やe-Hubプロジェクトなどをベースに、人口規模の異なる14

※国交通省 技術政策総合研究所の整理を参照し筆者作成 



 

都市を選び文献、ガイドラインや設置計画等からMHに関する目

的、要素、類型、ケーススタディ等の調査を行った。 

 

3-２ モビリティハブの事例 

MH について、すでに存在している場所について、どの様な場

所でどの様な交通手段を提供しているか、交通手段以外のファシ

リティを提供しているか、シェアモビリティを提供しているかに

ついてガイドラインや計画を元に調査を行った。 

〇BREMEN（ドイツ） 

ブレーメンでは、2003年にはじめて48のMHが設置され、そ

の後ブレーメン市街地全域にわたり「mobil.punkte」と

「mobil.pünktchen」の 2 種類のMH を展開しネットワークの拡

大を行っている。カーシェア、公共交通、タクシー、バイクシェア

リング等を接続する場となっている。ブレーメンでは、元々カー

シェアリングステーションが私有地の駐車場など人目につきにく

い場所にあり、特に利用しにくかったため、ブレーメン都市州で

は、可視性があり利用しやすい場所にMHを設置することを重視

している．市街地に設置される。ComoUKによると300mごとに

MHを設置することを目指している。 

〇Boston（アメリカ） 

ボストンでは、Go Boston 2030, the City of Boston's 

comprehensive transportation planをもとに「Go！Hubs」とし

てPJが立ち上げられた。ゼロエミッションの実現、マルチモーダ

ル、公共交通を安全で信頼性がある移動手段とする、混雑緩和な

どがガイドラインの中で掲げられている。ボストンは

「GATEWAYS」「SQUARE」「POINTS」の 3 種類のMH のタイ

プが掲げられている。ブレーメンと異なる点として、プランター

やベンチ、インフォメーションの設置など、多機能化の方針を掲

げている。しかしながら設置数は 2021 年段階で 8 つとなってお

り限定的となっている。 

 

3-3 各都市のモビリティハブ導入目的 

各都市のガイドラインや計画などから読み取れるMHの導入目

的について、都市ごとに10項目に分けて整理をし、図4にカウン

ト数を集計した。各都市共通で「マルチモーダル」「脱炭素」を目

的の中心としていることが多く、地域の特長として北米では「地

域開発」「公共空間」「治安」向上が欧州より高い傾向にあった。ま

た欧州では「自動車の抑制」が北米より高い傾向にある。世界的に

みて北米の都市の大半は、交通手段を自動車に強く依存している

一方、欧州の都市では公共交通の分担率が高い都市が多く、安全

性も比較的確保されている為に北米ほど治安を気にすることなく

MH の導入を検討できるためと考えられる。一方で自動車依存の

高い北米では公共交通の利用を促すにあたり治安の改善や結節点

となる地域、公共空間の快適性の向上が優先的に取り組まれてい

ると推測する。 

 
図4 モビリティハブの導入目的の集計 

 

3-4 モビリティハブを構成する要素 

Arnoldら(2022)の調査では、MHを構成する要素の整理から「欧

州はElectric Mode」北米は「車からのモーダルシフト」の要素が

強い傾向が指摘されているが、さらにMHのタイプ別に細分化し

交通機能以外のファシリティを追加して整理したものが表 1 とな

る。欧州では「シェア型の電動化」と「公共交通」の結節点に機能

を最小化する一方で、北米では交通以外のファシリティが多様化

している傾向が見られる。 

国 都市名 Type バス トラム 鉄道 地下鉄 空港 タクシー

E-bike

E-scooter

E-Cargo

カーシェア

（EV）

Bike

Share

レンタカー・

カーシェア 駐車場

駐輪場

（自転車・

バイク）

EV-

Charge

points

サイン・

標識 ロッカー

ベンチ

待合空間

Green

Space

プレイスメ

イキング 充電設備 トイレ

インフォメー

ション ショップ

アンバサ

ダー

ワーキング

スペース

Wifi

Phone

Canada Toronto(GTHA) ● ● ● 〇 ● ● ● 〇 〇 〇 〇 〇

USA Los Angels 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 △ 〇 〇 〇 〇

SF-Bay 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 △ 〇 〇 〇

Boston ● 〇 ▲ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

Minneapolis ● ● ● ● ● ● ● ●

Boulder 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

Pittsburg ▲ ● ● ●

Geramany Munich 〇 〇 〇 〇 〇 〇

Bremen ● ● ● ▲ ● ●

Netherlands Amsterdam 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

Belguim Leuven ● ● ● △ ● ● ※

UK Manchester 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

Plymouth △ △ 〇 〇 〇

Oxford 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 △ 〇

シェア型交通

(Electric)

シェア型

(Non-Electric)
公共交通 自家用車 ファシリティ

表1 モビリティハブの要素 
● : すでにMHで含まれている要素 〇 : コンセプトや計画で必要とされる要素 △ : コンセプトや計画で必須ではないがあればよいとされている要素 ※自転車リペア場所が数か所存在 



 

3-5 モビリティハブの類型 

MH を構成する要素や特長に合わせてタイプ別に整理を行うと

表2の様に、おおよそ5つのタイプに分けることが出来る。TOD

型や Park＆Ride 型は既存の公共交通を生かし交通以外の機能を

併設させるものと、交通機能のみに特化してまとめている例があ

る。また、小規模型や路肩隣接型は道路空間やデッドスペースに

なっている様な都市空間を有効に活用した例である。施設併設型

ではランドマークや商業施設などを中心としてその一部に交通機

能が組み込まれている。 

表2 モビリティハブの類型 

 
 

3-6 欧米の事例からの考察 

欧米の事例からMH は交通結節点の一種であり、TOD やPark

＆Rideといったこれまでの交通結節点を進化させたものであるが、

「シェア型交通」「電動化」をはじめとした交通手段の多様化によ

り、都市空間における役割やあり方の再定義が各地で行われてい

た。MHの目的は「マルチモーダル」「脱炭素」を中心としている

が、欧州ではより「環境」の要素が強い一方、北米では「車からの

モーダルシフト」の要素が強く、モーダルシフトと連動して「地域 

開発」「公共空間」「治安」向上の観点も重要視されており、交通機

能だけでないファシリティも充実してきている。欧州で見られる

小規模なハブの設置は日本の都市圏でも見られる、民間企業によ

るシェアモビリティのステーションの考え方に近く「公」の計画

と連動することで「脱炭素」化に向けた取り組みの参考となり得

るのではなかろうか。またサインを統一し利用者からの視認性を

上げる、公共交通からの誘導を上手に行うなどステーション周辺

でのデザインも参考とすべきと考える。 

路肩の利用やトラム駅に隣接するシェアモビリティのステーシ

ョン設置など交通空間の活用は日本においても参考とすべき点で

あるが、活用できる空間が存在するかどうかは、地域の特性も踏

まえた検証が必要となってくる。また、MaaS との融合やデジタ

ルサービスとの連携・融合が地域内の結節点の連携を高めるうえ

で重要な要素となってくるのではないかという点は日本において

も考えるべき課題ではないかと考える。欧米では自治体が積極的

に計画づくりや実証に関わる例が見られ、公的な資金の投入や全

体的なバランスを考慮しながら計画づくりをしていこうとしてい

る点も参考とすべきところがあるだろう。 

4章 日本でのシェアモビリティの現状 

4-1 調査対象と調査方法 

日本の現状を把握するために地図情報を用いて日本でのシェア

モビリティと公共交通の実態調査を実施した。都市部と郊外部で

シェアモビリティの設置条件が異なることを鑑みて調査対象地と

して、皇居からの距離を参考に皇居から 10km 圏で都心中心部で

ある渋谷駅、皇居から 50km 圏で郊外都市の大宮駅、皇居から

100km 圏で地方都市の高崎駅周辺を調査対象の地域として選定

した。交通手段の少ない地方部（Rural Area）では、2024年時点

ではシェアモビリティの普及が少なく調査に十分なデータが取れ

ないことから本研究では対象から除外した。 

本研究では、公共交通とシェアモビリティのステーションの関

係性を把握するため、QGISを用いて、まず渋谷駅、大宮駅、高崎

駅周辺 1km 圏においてシェアモビリティと公共交通との近接性

の調査を実施した。（調査①）さらに、大宮駅、高崎駅周辺は5km

圏まで広げて同様の調査を実施した。（調査②）調査①、②から

駅周辺での具体的事例のケーススタディを行い（調査③）、ケース

スタディで見られた事象をより深く理解するために大宮駅周辺

5km圏において土地利用との関係性を分析した。（調査④） 

本研究では、バス停の位置情は、国土数値情報バス停留所デー

タ及び国土数値情報バスルートデータ 2022 年度（令和 4 年度）

版を用いた。予約型のバス（デマンドバス）や特定の施設への送迎

サービス（福祉施設や商業施設への送迎）を行うバスは含んでい

ない。また、都市間輸送・長距離輸送を目的とした高速バスも含ん

でいない。鉄道駅の位置情報は、国土数値情報 鉄道データ2023

年度（令和 5 年度）を用いたが、鉄道駅は出入口を把握するため

Google Map 上で示される出入口の位置情報も取得し地図上に示

した。近接性や最短距離は、こちらの出入口からの距離として扱

っている。各シェアモビリティのステーション位置情報は、各社

のWebサイトで2024年6月時点に公開されている位置情報を元

に筆者が手動で地図上にポイントを示したものである。目視にて

確認したため、多少の誤差が発生している可能性がある。さいた

ま市の土地利用は埼玉県さいたま市の都市計画基礎調査（基準年

令和２年）のオープンデータ 土地利用現況（2024年1月26日）

を用いた。 

 

4-２ 渋谷駅、大宮駅、高崎駅1KM圏における調査 

各都市の主要駅 1km 圏におけるシェアモビリティのポイント

数は表 3 の通りとなった。渋谷駅周辺では、マイクロモビリティ

を中心に164カ所ものシェアモビリティのステーションが存在し

ていた。一方で高崎駅や大宮駅ではマイクロモビリティに比べて

カーシェアのステーションの方が多い傾向にあった。 

 

 

 

 



 

表3シェアモビリティのステーション数 

(駅周辺1km圏) 

 
 

各駅 1km 圏において公共交通との距離別のステーション数の

割合を計測すると図5の通りとなった。どのエリアにおいても10

～30ｍの範囲では公共交通と近接するシェアモビリティのステー

ション数は極めてすくなく10%未満となっており、50m以内では

約 10～15%のステーションに近接性が出てくる傾向にある。

150m 圏では地域差があり、他のエリアに比べてバス停数の少な

い大宮では低い割合となっているが、50%を超える水準となって

いる。大宮以外の地域では 200～250ｍでは 90％を超えるステー

ションが公共交通と近接をしており、駅周辺1km圏では殆どのス

テーションから 300m 以内に何かしらの公共交通への乗り換えが

可能な状態となっている。 

 

図5最寄りの公共交通までのステーション数の割合 

（1km圏） 

 

4-3 大宮駅、高崎駅5km圏での近接性 

ここで、高崎駅、大宮駅では図6に示す通り5km圏まで広げて

シェアモビリティの分布の調査を行った。高崎では、シェアモビ

リティの分布が駅 1ｋｍ圏に集中しており、駅前にカーシェアの

ステーションが存在する以外は郊外部でのシェアモビリティが展

開されていない状況となっていた。大宮駅周辺ではシェアモビリ

ティのステーションは1km圏に集中しているものの、駅から離れ

た場所でも点在していることが分かった。また、大宮駅において

バス・鉄道駅との関係性をみてみると、バス停・鉄道駅がない地域

でもステーションが展開されている地域がみられた。 

 
図6 シェアモビリティ分布ヒートマップ(5km圏) 

 

各都市の主要駅 1km 圏におけるシェアモビリティの分布と同

様に 5km 圏で示したステーションのポイント数は表 4 の通りと

なった。 

表4シェアモビリティのステーション数 

(駅周辺5km圏) 

 
 

各駅 5km 圏において公共交通との距離別のステーション数を

計測すると図7の通りとなった。大宮では、5km圏まで拡大する

と10、30ｍ、50mの近接性が高いステーションが増加し駅中心部

から離れた、区役所、大学等のランドマーク施設で近接性の高い

ステーションが存在することが確認された。一方で300m、500m

以内に接していないステーションの割合も増加する傾向にあり郊

外部では公共交通から離れた場でステーションが存在することが

確認された。 

 
図7 最寄りの公共交通までのステーション数の割合 

 (5km圏) 

高崎 大宮 渋谷

公共交通 鉄道駅 1 1 2

バス停 81 26 117

シェアモビリティ カーシェア（三井） - 9 19

カーシェア（タイムズ） 43 37 27

カーシェア（オリックス） 4 3 5

マイクロモビ（ハローサイクル） - 17 3

マイクロモビ（Luup） 3 - 92

マイクロモビ（docomo） - - 18

マイクロモビ（その他） 16 - -

合計 公共交通 82 27 119

シェアモビリティ 66 66 164

高崎 大宮

公共交通 鉄道駅 9 19

バス停 438 465

シェアモビリティ カーシェア（三井） - 40

カーシェア（タイムズ） 50 107

カーシェア（オリックス） 4 9

マイクロモビ（ハローサイクル） - 237

マイクロモビ（Luup） 3 -

マイクロモビ（docomo） - -

マイクロモビ（その他） 16 -

合計 公共交通 447 484

シェアモビリティ 73 393



 

4-4 ケーススタディ 

具体的な場所においてケースをみると、公共交通とシェアモビリ

ティが同じ場所に置かれている例では、図 8 の様な大学グラウン

ド前のバス停においてバス停の停留所とシェアサイクルのステー

ションが隣接している例が存在した。また、公共交通から50-200

ｍ離れている例として、図 9 の様にビルの合間にステーションの

設置がされている例となっており、シェアモビリティ同士のステ

ーションも近接しているものの集まってはおらず、各社が独自に

場所を確保してステーションを置いているというケースが見られ

た。 

 

〇公共交通に隣接している場所（0～50M） 

 
図8 日大大宮グラウンド前 (地図と写真) 

 

〇公共交通から離れている（200-300m） 

 
図9 日大大宮グラウンド前 (地図と写真) 

 

4-5 大宮5km圏における土地利用との関係性 

大宮駅周辺 5km 圏において土地利用現況との関係性を把握す

ることから、ステーションから最も近い距離にある鉄道駅又はバ

ス停までの最短距離を測り土地利用現況と比較分析を行った。 

全体的な土地利用とステーションの関係性は図 10 の通りとな

り、ステーションの土地利用として最も多いのは商業用地で次い

で駐車場用地となり上位 2 つを合わせると約半数を占めていた。

一方で、道路用地や交通施設用地の使用は20%程度にとどまって

いることが分かった。なお、公益施設用地は、幼稚園や保育所、病

院、区役所・市役所等を合わせた合計としている。 

 
図10 土地利用別ステーション数 

 

ステーションから最も近い距離にある鉄道駅又はバス停までの

最短距離を測り、5 つのグループに分けグループごとに分類した

際の土地利用との関係性は表5に示す通りとなった。 

 

表5 グループごとの土地利用との関係 

 

 
グループ別の商業用地の割合をみていくと、近接性の高いグル

ープほど商業用地に設置されたものの割合が高い傾向が見られた。

また近接性の低いグループでも 20％ほどの割合で商業用地が存

在し、その内訳を確認するとコンビニに併設させる様な例が存在

していた。グループ別の駐車場の割合をみると、50～200ｍにおい

ては、駐車場の比率も高い傾向にあり、こうした場所ではカーシ

ェアのステーションが多く存在していることが確認された。駐車

場の一角をカーシェアのステーションとして展開している例が多

い為と考えられる。住宅用地の割合を見ていくと、200m以上の近

接性の低いグループでは、住宅用地の比率が他のグループに比べ

て最も高い傾向があった。公共交通から離れた住宅用地において

単独のステーションが存在していることが推測される。公園・広

場での割合を見ると、近接性の低い 150m 以上のグループでは、

公園・広場での利用の割合が多くなっているということが見られ

た。住宅用地に加えて公共交通から少し離れた場所では、公園や

広場での土地でステーションが設置されていることが分かる。 

 

4-６ 自治体・事業者へのインタビュー調査 

こうした背景を理解するために自治体、事業者へインタビュー

調査を実施した。 

〇インタビュー調査① 

・さいたま市都市局都市計画部 都市総務課  

西川政策係長、齋藤主任、中澤技師、野口技師 

・日時：2024/07/10 オンラインにてインタビューを実施 

〇インタビュー調査② 

・カーシェア事業者 A社 3名 

・日時：2024/07/12 対面にてインタビューを実施 

 

大宮駅を中心とした日本におけるシェアモビリティのステーシ

ョンと公共交通の関係性の分析やインタビューを通して次の様な

ことが分かった。 



 

（１）駅を中心にMH化される傾向は増えてきている 

大宮駅5km圏では、QGIS分析から18/19駅でシェアモビリテ

ィが隣接していた。さいたま市では「鉄道駅周辺は特に重要な交

通結節点と捉えている」や「（さいたま新都心駅前では）シェアモ

ビリティ事業者が中心となって実証実験等を行っている」（さいた

ま市）と話もあり、駅を中心とした公共交通とシェアモビリティ

が集まったMH化の動きは加速しているのではないかと考えられ

る。 

（２）ステーションのみが点在する例は住宅用地に多く見られる 

土地利用との関係から公共交通から 250ｍ以上離れたグループ

では、住宅用地の比率が高まる傾向が見られたが、さいたま市に

その背景について聞くと「シェア自転車が15分以下のちょい乗り

がされているようなことが約半数を占めており、家からコンビニ

への買い物や少し離れたバス停までなどの目的で使われている可

能性はあると思う」（さいたま市）や「市としてもシェアモビリテ

ィが交通空白地を埋める様な公共交通を補うものとしても考えて

いる」（さいたま市）との回答があり、必ずしも公共交通につなが

るステーションだけに集中するのではなく公共交通が存在しない

地域でステーションが点在する事で交通空白地域を補う役割を果

たしているということが分かった。 

（３）商業用地が多い場所では50～200m圏で近接しているが点

在しているケースが多い 

 商業用地が密集している市街地エリアについても自治体や事

業者にヒアリングを行ったところ「道路解放はどのエリアと指定

していないが、安全性などの観点から規定の幅員が取れている、

周りの支障にならないなど制約も多い」（さいたま市）「（商業密集

地では）土地をまとまって確保することができず必然的に分散し

てしまうという背景もあるが、設置場所を分散させることで利用

者により細やかに利便性の高い立地でサービスを行っている」（カ

ーシェア事業者）といった背景があり、商業施設が密集している

様なエリアでは、空間を確保することが難しい背景が見られたが、

一方でシェアモビリティ事業者は各社が独自の会員制サービスを

展開しており、各社が会員向けに最適な立地やサービスを提供す

る側面があり、「各社が独自に会員制サービスを展開しているため

モビリティを集めるメリットを出せない」（カーシェア事業者）と

いったことからステーションは分散する傾向にある。しかしなが

ら滞在人口が多い様な場所やランドマークがある様なエリアでは、

事業者各社で確保するステーションの設置条件や配置選定が同一

となり、結果としてステーションが近接して設置されている例が

出てくるのではないかと考えられる。 

（４）道路空間や公共空間を活用し新たな交通結節点とする動き

も見られた 

QGIS の分析の中では道路空間や公園などが活用されている例も

見られたが、「利用可能な土地は自治体が積極的にシェアリング事

業者（シェア自転車）に貸し出している」（さいたま市）との話が

あり、シェア自転車の為に道路空間や区役所、公園などの公共空

間を活用する動きは増えてきていると考えられる。一方でカーシ

ェアについては法規制や空間の制約などの観点もあり「道路空間

の解放は部分的であり、安全性は確保したうえで、今後柔軟な法

制度改正を望んでいる」（カーシェア事業者）といった側面もあり、

欧州に比べると改善の余地が残されていると考える。 

（５）脱炭素への対応は始まっているが、交通計画との連動も必

要とされる 

事業者と自治体が連携してカーシェア事業を展開し EV 車の設

置を目指す箱根町の様な事例もあり脱炭素化の動きは増えてきて

おり、「事業者にとって脱炭素は取り組むべき課題であり、知見を

ためながらステーションの EV 導入を増やしている。一方で充電

設備や EV 車両の導入などの初期費用が重荷になるのも事実であ

る」（カーシェア事業者）との意見もあり、環境に対しての意識は

高まりつつあるものの費用の観点や利用者のインセンティブをど

う上げるか等の課題も残されている。一部のエリアや実証に終わ

らせずに欧州の様に地域全体の計画と連動した計画・施策の推進

が必要となっている。 

 

4-7 総括 

第 4 章では、日本におけるシェアモビリティと交通結節点の近

接性を中心に、大宮駅周辺の土地利用を調査してきました。駅を

中心としたシェアモビリティの導入、MH 化は進んでおり、鉄道

駅と公共交通を同一空間に配置することで利便性向上が図られて

いる。しかし、都市部では限られた土地により、シェアモビリティ

のステーションがバス停から離れた場所に設置されている場合が

多く、各事業者の企業努力でカバーされている。また、シェアモビ

リティは独自の会員制サービスとなっているため、類似サービス

を同一空間に集めるメリットも利用者、事業者ともにあまり感じ

られていない、という現状がある。一方で、大宮の様に近くに公共

交通がない様な交通空白地でラストマイルの補完的にシェアモビ

リティが活用されている例もある。より郊外にMHを設置するこ

とで広範囲の交通ネットワークの強化が期待されている。欧州で

進むMHは地域の環境計画の一環で推進され、公的資金の投入や

住民の環境意識の高まりとともに EV 化が加速しているが、日本

では環境の観点からのシェアモビリティやMHの検討は一部地域

によって進み始めたところである。EV化に対応するため設備投資

やシェア型の EV 車やマイクロモビリティを使うための利用者の

モチベーションをどう高めるか、等の課題が存在している。そう

した課題に対して、地域全体での環境目標と合わせ、地域の交通

計画や環境計画、都市計画と連動した計画づくりが必要となって

きている。 

 

4-8 今後への課題 

（１）道路空間の活用について 



 

欧米と日本を比較すると、欧米では道路空間を活用した MH が

多く見られる一方で日本のシェアモビリティのステーションは駐

車場や私有地が多く、道路空間上でのシェアモビリティの設置は

限定的である。欧州は昔から市街地における街区が狭く道路空間

を駐車スペースとしても利用することが一般的に行われてきた為、

こうした空間が近年シェアモビリティのための空間へと生まれ変

わっている例が多いのではないかと考えられ、北米の場合は自動

車を中心として街区が大きく設計され、歩行者にとって不便なこ

とから近年はロードダイエットが行われている。こうした流れの

中でMHの為の空間を比較的取りやすいのではないかと考えられ

る。日本では（駐車場に基づいて）条例により市街地において建築

物に駐車施設の附置が義務づけられていることや道路法で道路の

占用が規制されてきた背景があり道路空間の利用が限定的になっ

ていると考えられる。今後、市街空間が車から人中心の空間へと

変わっていく中でラストマイルの移動を支えるシェアモビリティ

のための空間としても積極的に活用されることを期待したい。 

（２） 集中と集約のバランス 

日本では、事業者努力でシェアモビリティのステーション設置

が進んでおり利用者の需給バランスに合わせて柔軟なステーショ

ン変更が行われている。集約することでマルチモーダルな交通結

節点を目指すことも重要であるが、ステーションが点在すること

で公共交通のないラストマイル交通の補完にもなっており、集中

と分散のバランスを取った施策が重要である。例えば、公共交通

から 50～150ｍ離れたグループでは、デジタル技術を使って既存

のステーション同士を繋ぎ疑似的にMH化させる、最も利用者か

らの利便性の高い場所に集約させるか検討する等の余地があるの

ではないか。200ｍ以上離れたグループではラストマイルの補完と

して位置付けを整理する等が必要となってくるのではないか。 

（３） 環境貢献としてのシェアモビリティ・モビリティハブ 

カーシェア事業者にとって、EV 化は取り組まねばならない方向

性として示されているものの高い導入コストが重荷になっている。

また個人にとって環境負荷の低いシェアリングモビリティを選ぶ

インセンティブも低いといった課題がある。欧州では地域の交通

計画に脱炭素に向けたEV導入やMH 設置の数値目標を掲げ、地

域全体での計画に組み込んだ施策づくりをしていく例が見られた

が、日本においても地域計画と連動した施策の実行が行われるこ

とを期待したい。 

 

5章 研究の結論と課題 

5-1 研究の結論 

本研究では、海外で提唱されるMHに関して既往研究のレビュ

ーを通してMHの変遷や概念を整理することが出来た。モビリテ

ィハブは、TODやPark＆Rideの影響を受けたもので、「効率」「場

所の特性」「環境」の要素のバランスを取った交通結節点を目指す

取り組みであると整理した。また、欧州の事例調査からは、欧州、

北米エリアにおいてガイドラインや計画からMHの導入目的やタ

イプ、構成要素などの文献調査を行い、海外で展開されるMHの

タイプの整理を行ったが、「マルチモーダル」「脱炭素」といった目

的の他に、北米では「地域開発」や「公共空間」の改善といった目

的も掲げている地域があることが分かった。また、MH の要素や

エリアの整理から、海外で展開されるMHのタイプとして5つの

タイプに整理を行った。欧州では比較的機能を最小限にした MH

が展開されている事が多い一方で、北米では交通乗り換え機能以

外の Wi-Fi や待合空間、植物を植える等の整備を考えられている

例が見られた。また、路肩を活用する例は欧州、北米ともに見られ

た。 

日本においてはシェアモビリティと公共交通との関係性の実態

を渋谷、大宮、高崎駅周辺をベースとしたシェアモビリティと公

共交通の関係性を QGIS の調査とインタビューを行った。特定の

地域ではあるが、既存の公共交通を中心としたMH化の傾向やス

テーションが点在している例を確認し、その背景や課題を明らか

にした。今後、日本においてシェアモビリティを中心として新た

なモビリティが導入される中で、新たなモビリティと既存交通と

の結節点をどうつくるか、都市空間の中にどの様に位置づけられ

ていくか、は大変重要なテーマとなってきている。利用者にとっ

て使いやすく、環境にやさしい結節点のあるべき姿の議論が深ま

ることを願いたい。 

 

5-2研究の限界と課題 

 本研究では、日本の実態についてヒアリング調査を実施したが、

時間的な制約からヒアリング対象が限られてしまった。より多く

の関係者へヒアリングを行い、多角的な意見の考察が必要だった

と考える。本研究では渋谷駅、大宮駅、高崎駅と 3 エリアを選定

後、大宮駅周辺の分析に集中していったが、都心やベッドタウン

など地域によって事情が異なる可能性が高く、より分析対象エリ

アを拡大した調査が必要であると考える。さらに、大宮駅周辺に

おいてグループ化から土地利用との関係性の分析を行ったが、各

グループでの評価や戦略の位置づけは不十分だったと考える。ま

た、ステーションが設置されている場所の土地利用だけでなく周

辺の土地利用もあわせた分析や、実際の移動データや行動観察、

利用者の意見などから、より多面的なデータ分析が必要であった

ことは否定できない。海外のMH事例の調査では、文献やガイド

ラインを元にした調査となり、正しく実態を表しているかの現地

調査や導入後の実績データの確認まで踏み込んで調査が必要と考

える。 
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